
5-5霞 ヶ浦 地域森林計 画 区を対象 とした平地流域の観光 レクリエーシ ョン

ポテンシャルの算定

(1)研 究 の 背 景及 び 目的

本項では、前項 で開発お よび試行 を行 った 「観光 レクリエーシ ョンのた めに森林管理を

行 うことが適切 な地域を地理的 に判 定す る手法」を、流域スケールの森林 計画 区、つま り

地域森林計画区に適用 してその結果 を検証 ・考察す る。

既 に第2章 でも述べたが、図5-11に 再度概略を示す とお り、現行の森林計画制度 は、

全国 レベルか ら森林所有者 レベルまで、階層的な体系 となっている。森林 の観光 レク リエ

ーシ ョン機 能を、具体的かつきめ細か く発揮 させ るためには、 これ らの階層の うち、特に

全 国を158流 域に分 けて計画単位 としてい る 「地域森林計画制度」や、市町村 レベル の 「市

町村森林計画制度」において体系的 な森林管理 の方向づけが行われ ることが必要 である。

図5-11現 行の森林計画制度の体系

そ して、そのためには、森林管理の立場か ら見た観光 レク リエー シ ョンポテ ンシャル を

地理的に算定す る作業が重要である。 この様な理 由か ら、第3章 で触れた とお り、 これま

でにも、森林等 を対象 と した観光 レク リエーシ ョン機能の評価 図の作成 に関する研究が行

われてい る。例 えば、森林立地 ・林況情報 を活用 して500mメ ッシュ単位 で観光 レク リエ

ーシ ョン機能評価を行 った事例(溝 口 ・熊谷1987)や
、土地の物理的属性 に基づ く計画論

的 な評価 と住民 らに よる心理的評価 とを結びつ けて100mメ ッシュ単位 で評価を行 った事

例(熊 谷1989)、 観光 レク リエー シ ョン機能 に関わる地域 の物理的属性 の寄与度を算出 し

て重回帰分析に よ りメ ッシュ評価 した事例(丹 羽 ・佐藤1988)、 森林 の総合評価法の一環

として地形的要因 ・社会的要因か ら500mメ ッシュで評価 した事例(阿 部 ・石橋1995)な

どがみ られ る。 また地図化が 目的ではないものの、AHP法 による森林 の観光 レクリエーシ

ョン機能の重要度 を相対評価 した事例(香 川 ・八巻1990)や 米国で開発 されたROS(Recrea

tion Opportunity Spectrum)の 概念 を我が国に適用 して多 目的森林管理下における観 光 レ

ク リエーシ ョン体験の質 を重視 した評価 手法に取 り組んだ事例(山 岳 レク リエーシ ョン管

理研究会1998)な どもみ られ る。そ して都道府県 レベルで、それ らをもとに、実際に森林

の整備指針 をつ くった事例((財)林 政総合調査研 究所1995)も 見 られ る。 この様に、既

存の評価研究は必ず しも少 なくないが、現状では具体的な森林整備の方 向性を打ち出す手



法へ と昇華 している とは言 い難 い。

なぜ具体的な森林整備へ と繋 がらないのか とい う点については、い くつかの理 由が考 え

られ る。 ますは じめに、これまでの研究にお いては、森林 を直接利用す る資源 ・施設や行

動を対象 とす る評価に限定 した事例が多かった点が挙げ られ る。また、第2章 で触れた 「自

然休養地 としての森林の保全 開発 に関す る勧告」(科 学技術庁資源調査会1966)が 、1966

(昭和41)年 に出されて以来、森林 の観光 レク リエーシ ョン機能の評価研 究は、いわゆる

森林 を主役 として行 う観光 レク リエー ション施策や行為 を念頭 に行われて きたきらいがあ

る。 しか しなが ら、今 日のように人 々の行動が多様化 、細分化 している中では、実に多 く

の観光 レク リエーシ ョン形態が存在 していることは自明である。そのため森林管理 を行 う

上でも、間接的に森林 を利用す る行動や、直接森林 と関わ りを持たない行動 であって も周

囲の環境 として森林 空間の存在がプラスになる場合には、それ らを積極的に評価対象にす

る必要が出てきている。

次に、林地のもつ物理的属性によって観光 レク リエーシ ョン機 能の評価 を試みる事例 が

多かった点が挙 げられ る。森林計画 によって具体的に管理す る対象が、最終的に林地に収

束す るとはいえ、森林は国土全域 に くまなく分散 し、周囲の土地利用 と密接 に関わ りなが

ら存在 している点を重視 しなくてはな らない。つま り、ゾーニ ングにより囲われている 自

然公園計画や、都市 を対象 とした都市計画制度 などとは異 な り、森林計画 では、国土全体

のあ らゆる土地利用 を念頭 に置き、その上で改めて森林 に関わる計画を立てなければいけ

ない。その ことを観光 レク リエー シ ョン機能評価 につなげて考えると、森林が観光 レク リ

エーシ ョン的にどの程度重要であるのかとい うことを、単 にその森林 が持つ物理的属性だ

けで測 るのではな く、その森林 を取 り巻 く地域の観光 レク リエー シ ョン的特徴が どの様な

構造 になってお り、森林管理上それに対 してどの程度貢献できるのかを考慮す る必要があ

る。そのためには、林地 の物理的属性 により観 光 レクリエーシ ョン的ポテ ンシャル を算定

するのではなく、森林 の内外 の観 光 レク リエーシ ョン的な資源 ・施設 に目を配 り、それに

対す る貢献手法を考 える必要がある(図5-12=図2-4の 再掲)。

同様に、ポテンシ ャル を高めるためには、その地域 の観 光 レク リエーシ ョン的な性格や

規模 を明確 にして、その内容 に沿った森林整備 を進めるべきであるのに、既存の評価事例

か らはその情報 を得難い とい う点が挙げ られ る。一 口に観光 レク リエーシ ョン的要素が高

い といっても、資源的要素が強いのか施設的要素が強いのか、 あるいは 自然的要素 をより

大切にすべ きなのか文化的要素をよ り大切 にすべきなのか、昔か ら存在す る資源なのか新

たに導入 した施設なのか、更 には農 山村的要素が強いのか都市的要素が強 いのか といった

理 由によって、森林整備 の留意点 は異なって くるはずである。 また、面積規模 によっても

整備 の方向性 は変わ りうる。 しか しなが ら、今 までの方法 では、メッシュごとの観 光 レク

リエー シ ョン的ポテ ンシャルが高い と示 されて も、その質的内容、あるいは周 囲との関連

性やま とま り(規 模)を 解釈す るすべを持たない ものが多 く、結果 として具体的な整備方

針 を立案す るデータ としては十分な役割 を果たせなかった。



図5-12国 土全体のあらゆる土地利用(ランドスケープ)を念頭に置いた森林計画

最後に、既存 の研究は、評価 の単位 が小規模 なケーススタデ ィに限 られ、現実 の森林 計

画の管理体系 と対応 しないままのものが多かった。加 えて、その評価法を簡易に全国へ応

用 しづ らかった ことも挙げ られ る。

以上の ような問題点を念頭にお き、本研究では、幅広 い観光 レク リエー シ ョン資源 ・施

設 を考慮 してポテンシャル を算定 し、現実の森林計画区単位でその性格や規模等 を明 らか

にする手法の検討 を行った。

本章で用いた算定法は、5-4の 「温寒帯の保全 と持続可能 な管理の基準 ・指標(モ ン

トリオールプ ロセス)」 における、森 林観光 レク リエ ーシ ョンポテ ンシャル の算 出の際に

行 った手順(田 中1999)に 準 じて行った。 この手法 は、持続可能 な森林経営にお ける観 光

レク リエーシ ョンの指標づ くりのために、 旧笠間営林署管内の15市 町村 を対象に検討 され

た手法で ある。 この手法によ り、5-5(1)の 「研究 の背景および 目的」で検討 した現

状 の森林評価の問題点につ いて、多 くのこ とが解決 され る 目処 がついたが、現実 の森林計

画 区に即 した検 証がなされ ていない状態 にあった。 そのため、今回の研究 は、そ の点にお

ける妥当性を検 証す ることを 目的 としている。



(2)対 象 地 と方 法

a対 象 地

本項にお ける研究の対象地は、地域森林計画の単位 となってい る霞 ヶ浦流域 の56(当 時)

市町村(霞 ヶ浦森林計画区)と した(図5-13)。 霞 ヶ浦流域 は茨城 県の南西部 に位 置

す る約339,000ha(霞 ヶ浦 ・北浦な どの湖面を除 く陸域面積 は319,000ha)の 区域で、茨城

県土面積の約56%に あた る。地理的には筑波 山を中心に、北は水戸那珂流城 に、西は栃木

県に、南は利根川 を挟んで千葉県や埼玉県に、東は太平洋 に面 している。森林面積は47,0

00haで 、林野率 は約14%と 、我が国では極端 に森林率が低 い。 また、林業生産活動 も活発

とはいえない。そ して、流域南西部な どの農業地域 が拡が る平地林地帯 をは じめ、生活環

境保全を中心に、森林 の公益的機能の発揮 が求め られてい る(霞 ヶ浦流域森林 ・林業活性

化セ ンター1998,田 中 ・坂 口1997-2,田 中1998-1)。

以上の様 に、森林 としての自然的要素が必ず しも多 くないため、従来型の森林 中心の観

図5-13対 象地位置図



光 レクリエーシ ョン機能評価 には馴染 みにくい霞 ヶ浦流域は、今 回の研 究対象に適 してい

ると考え られ る。

b方 法

本研究 は図5-14に 示 した手順 で行われ た。 は じめに、全 国観 光情 報データベ ース

((社)日 本観 光協会1999)を もとに、流域内 の観光 レク リエーシ ョン資源 ・施設 を全て

抽出 し、国土数値情報 における3次 メッシュ(1kmメ ッシュ)単 位で把握可能なもの とそ

うでないもの(無 形文化財や霞 ヶ浦な どの河川 ・湖沼の様 に3次 メ ッシュのスケールを越

えた長大 なもので求心的地点が見いだ されないもの)に 分類 した。その結果、表5-23

に示 したとお り、合計528箇 所 の資源 ・施設 を対象 とした。

次に各資源 ・施設 の位置を2万5千 分の1の 地形図に落 とし、3次 メッシュコー ドを付

与 した(環 境庁 自然保護 局計画課1997)。 なお、 コー ドの付与の際、複数のメ ッシュの境

界上に位置 していた資源 ・施設については、管理棟 な どの中心的地点が入 るメッシュを付

与するこ とに した。

更に、各資源 ・施設 に対 し、森林 との関わ りを考慮 して、1点 から4点 まで、4段 階 に

重みづけを行 い得点を付与 した(表5-20)。 今回用いた得点基準は、6-3で 用 いた

基準 と同一である。 ちなみにこの基準 は、林野庁による既存の3段 階(高 中低)の 評価基

準(林 野庁1977,林 野庁1998)を 元に、従来足 りなかった資源 ・施設の基準 を補足す る と

図5-14調 査研究フロー



表5-23霞 ヶ浦森林計画区内の資源 ・施設数と解析対象数

ともに4段 階に評価 を修正 した ものである。

そ して、現地へ確認調査に赴き、公開性、他資源 ら施設 との関わ り、森林管理 の立場に

立った場合 の現実的な重要度な どを再評価 して、必要があれば得 点を修正 した。その後、

修正済の得点を3次 メ ッシュ単位 に集計 した。

以上求 めた3次 メッシュ単位 の合計点 に対 し、スムージング手法の1つ であるフィル タ

リングを施 し、最終的な森林管理面か ら見た観光 レク リエー ションのポテ ンシャル図を作

成 した。

今回の解析 でも、図5-9に 示 した とお り、周囲5×5メ ッシュの範囲の得点を考慮 し、

各メ ッシュに重みづ けを与えた上で合計す る方法を採用 した。 その理 由は、5-3の 結果

や、5-4の 項にお ける試みによ り、数メ ッシュ程度の距離で、性格の異なるポテンシャ

ルの ピー クが現れることが明 らかに されてお り、 これ以上の範囲 を広 げてスムージングす

ると、高ポテ ンシャル地域の性格づ けを行 う段階で、理 由が曖昧 になって しま うことが想

定 され る点、お よび人間の行動圏(往 復徒歩1時 間程度 の範囲)を 想定 して定めたた めで

ある。

最後に、得 られたポテ ンシャルマ ップをもとに考察を行 い、具体的な森林整備 に向けた

方向性 を整理 した。



(3)結 果

霞 ヶ浦 森 林 計画 区内 の観 光 レク リエー シ ョン資源 ・施 設 の分布 状 況 を整 理 した とこ ろ、

図5ー15に 示 した 結果 を得 るこ とが で きた。 各 メ ッシ ュに入 る資 源 ・施 設 の 項 目数 は 、

最 高 で10項 目(1箇 所)で あ り、以 下8項 目(1箇 所)、7項 目(2箇 所)、6項 目(1

箇 所)、5項 目(6箇 所)4項 目(9箇 所)、3項 目(16箇 所)、2項 目(62箇 所)、1項

目(243箇 所)と 続 き、 約9割 にあ た る2,956箇 所 には1項 目も該 当す る資源 ・施 設 の存 在

が認 め られ なか っ た。 この様 に 、単 に資 源 ・施 設 の 存在 状 況 を特 定 した だ けで は 、地 域 内

に万遍 な く観 光 レク リエー シ ョン に関 わ る資源 ・施設 が存 在 して い るわ け で はな い の で、

森林 管 理 との関係 を検 討す る こ とが難 しい。

次 に、先 に述べ た方 法 で森 林 に関 わ る観 光 レク リエ ー シ ョンの ポテ ンシ ャル を算 出 した。

各 メ ッシ ュの ポテ ン シ ャル 値 は最 低0.00ポ イ ン トか ら最 高115.75ポ イ ン トま での レン ジ が

見 られ た。 各 メ ッシ ュの ポテ ンシ ャル値 は、0.00が581箇 所 、0を 越 え5未 満 が852箇 所 、

5以 上10未 満 が652箇 所 、10以 上20未 満 が667箇 所 、20以 上30未 満 が290箇 所 、30以 上40未

満 が121箇 所 、40以 上50未 満 が60箇 所 、50以 上100未 満 が70箇 所 、100以 上 が4箇 所 とな っ

た。 図5-15の 結果 と比較 した場 合 、約8割 の メ ッシ ュに得 点 が入 り、 そ の得 点 を相 対

的 に評価 す る こ とに よって 、森 林観 光 レク リエ ー シ ョン と森林 管 理 との関 わ りが 解釈 しや

す くなっ た と考 え られ る。

次 に、 ポテ ンシ ャル の ピー ク(本 項 以 下 で は、 そ の メ ッシュ の値 が10ポ イ ン ト以 上 で 、

周 囲 の8メ ッシ ュ の値 よ りも高い もの と した)を 調 べ た ところ 、75箇 所 確認 す るこ とが で

きた。

ま た、75箇 所 の ピー ク を 中心 に、10ポ イ ン ト以 上 の ポテ ンシ ャル を もつ メ ッシ ュが周 囲

図5-15霞 ヶ浦 流域 内の観 光レクリエーション資源 ・施設 の分布状 況



に どの程 度 広 が っ てい るのか を確認 した ところ 、最 も狭 い場 合で1メ ッシ ュ(10箇 所 存 在)、

最 も広 い場 合 に は66メ ッシュ(図5-16、 表5-24の1番)で あ った。 以 上 、具 体 的

な地理 的分 布 状況 につ い て は図5-16に 示 した とお りで あ る。

(4)考 察

a得 点 の ピー クメ ッシュを対象 と した 分析

高ポテ ンシャル地域 を類型化す るために、上記75箇 所のポテ ンシャルの ピー クを得 たメ

ッシュの得 点内訳 について分析を行った(表5-24)。

まず、得点内容が資源 に依存 しているのか施設 に依存 してい るのか を分析 した。 資源 に

関わ る得点が全体の3分 の2を 越 える場合 には資源型、施設が3分 の2を 越 える場合 には

施設型、その中間の場合 には拮抗型 と して整理 した。 その結果、資源型は39箇 所、施設型

は15箇 所、拮抗型 が21箇 所 とな り、霞 ヶ浦流域 では資源を主体 とした地域 が過半数 を 占め

ていた。また、資源型 は上位か ら下位 まで万遍 な く見 られ 、施設型 は中位 か ら下位 に比較

的多 く、拮抗型 は上位か ら下位まで見 られた。

次に、得点内容が 自然的要素に依存 してい るのか文化的要素 に依存 しているのかを上記

と同 じ基準で整理 した。その結果、 自然型 は13箇 所 、文化型は39箇 所、拮抗型は23箇 所 と

な り、霞 ヶ浦流域では文化を主体 とした地域が過半数 を占めていた。 また、文化型 は上位

か ら下位 まで万遍な く見 られ 、自然型は中位か ら下位 に多 く、拮抗型 は比較的上位 のほ う

に多 くみ られた。

図5-16霞 ヶ浦流域 の観光 レクリエーションポテンシャル



表5-24森 林観光レクリエーションに る高ポテンシャルメッシュの集中地

b高 ポテンシャル地域の類型化

更に、得点構成要素の中か ら、得点 内訳が高 く求心的な もの と考 えられ る資源 ・施設 を

ピックア ップ し、それ をもとに地域 の特徴 をま とめた。各地の特徴 を検討す ると、① 自然

資源型(自 然資源 が主体的である地域:11地 域)、 ②文化資源型(文 化資源が主体的で あ

る地域:30地 域)、 ③折衷型(自 然 ・文化両資源 が重要である地域:12地 域)、 ④ 山間施

設導入型(山 間や農村型 の施設を導入 した ことでポテ ンシャルが高 くなってい る地域、:

14地 域)、 ⑤都市施設型(多 数の都市施設 が集 中 してポテンシャルが高 くなっている地域

:4地 域)、 ⑥その他(集 中の理由が特に見いだ されない地域:4地 域)に 類型化できた。

霞 ヶ浦流域 では、① にあたる地域の多 くは海岸 ・湖沼 を中心 とした地域(図5-16、

表5-24の 番号:21,28,29,40,46,50,63)で 、海浜生態系 とレジャー活動 との調和を考

えた管理や湖畔のアメニティを高めるための森林整備 などが重要である といえる。なお、



森林 等 を対 象 とす る地 域 は 、④ の類型 に見 られ る もの の、 この類型 には あ ま り見 られ な か

った。

② の類 型 に は、城 跡(同:2,5,7,8,10,11,33,43,64)、 歴 史的 人 物 ゆ か りの地(同:6,8,

26,36,49,56,60)、 伝 統産 業(同:2,6,7,8)、 社 寺(同:3,5,14,19,26,33,37,39,42,43,51,

53,56,58,65,67,68,70,74)、 旧家(同:43,59)、 古墳(同:35,36,47)、 貝塚(同:37)な

どの多 彩 な要 素 が複 合 的 に求 心的 役割 を 占め て い る こ とが 明 らか とな っ た。 従 って 、 これ

ら各 々の 要 素 の観 光 レク リエ ー シ ョン的 価 値 を 高 め る森林 管 理 が今 後必 要 にな る と思 われ

るが 、現 時 点 では これ らを対象 に環 境 を向 上 させ るた めの森 林 の整備 手 法 につ いて検 討 し

た事 例 は ほ とん ど見 られ ず 、 今後 の重 要 な研 究課題 で あ る と考 え られ た。

③ の類 型 は、 山岳 ・湖 沼 な どの 自然 資源 的 ポテ ンシ ャル に加 え て、文 学 芸術(同:4,12,

17)や 社 寺 な どの宗 教 的 要素(同:1,11,16,18,22,24)を 加 え た地 域 が 多 く見 られ た。 こ

の地 域 に お いて は 、 自然 的 要素 を維 持 しつつ 、そ の地 域特 有 の文 化的 なポ テ ンシ ャル を高

め る方 向 で森 林 管理 を考 え る必 要 が あ る。

④ の類 型 は、 近年 で は 自然的 要素 の高 い地 域 に研 修 セ ン ターや 博物 館 、 花木 園地 な どを

誘 致 した地 域(同:9,13,20,25,27,30,32,34,69)が 見 られ た。 また 、 ゴル-場 な どのス ポ

ー ツ施設 の集 中地 域(同:20 ,32,44,48,54,61,62)も 確 認 され た 。 この地 域 にお いて は施

設 等 の誘 致 の結果 、 地域 の 自然 的 ポテ ンシ ャル が低 下 しない よ うな方 向性 が重 要 で あ る。

そ して 、施 設周 辺 の 自然 あ るい は農 山村 の環境 を保 全す る森 林 管理 を行 うと ともに、 自然

生 態 系 な どに も配 慮す る必要 が あ る と考 え られ る。

⑤ の類 型 は 、中心市 街地 な どに都 市 的観 光 レク リエー シ ョン施 設 が集 中 して い る地域(同

:15,38,52,75)が 多 く見 られ た。 この類 型 で は森 林 が直 接観 光 レク リエ ー シ ョンの対象 と

なっ てい る こ とはほ とん ど無 い が、周 囲の 環境 と して の森林 の もつ 緑 地的 効 果 は十 分 あ る

と推 測 され る。 従 っ て、都 市公 園な ど と一 体 とな って地 域 内 の残 存 森林 の観 光 レク リエー

シ ョン的役 割 を考 え るべ き地域 であ る と考 え られ る。

c高 ポ テ ン シ ャル 地域 の 面 積 的 規 模

各 地 域 の 面積 的規 模 につ い て も表5-24に 示 した。 それ に よる と、規 模 の 大 き さは、

ポテ ンシ ャル の ピー クを得 た メ ッシ ュ の得 点 と対応 して い る こ とが確 認 され た。

また 、 そ の規模 は、1～9メ ッシ ュの 地域 が26箇 所 、10～19メ ッシ ュが24箇 所 、20～29

メ ッシュ が12箇 所 、30～39メ ッシュが10箇 所 、40メ ッシュ以 上が3箇 所 とな った。 今 回得

られ た 結果 に よる と、平 均 は16.16メ ッシ ュ、 分 散 は12.81メ ッシ ュ とな り、 数km2～40km2

程 度 の規 模 の変動 が見 られ た。 従 って 、 霞 ヶ浦 流域 では この ス ケール を念頭 に置 い た森林

管 理 に向 け ての検 討 が今 後必 要 で あ る こ とが明 らか にな った。

(5)平 地流域 で観 光 レク リエ ーシ ョンの観点か ら森林管理が重要な場所の

地形構造および土地利用構造

引き続き、霞ヶ浦森林計画区において、観光レクリエーションのために森林整備を行 う

と効果的であると判定された75箇所の重点地区を対象に、地形構造および土地利用構造の

解析を行った。



我 が国で は、林業 の経済性 が揺 らぎ、人工林の整備が遅れ るとともに((財)林 政総合

調 査研 究所1996)、 かつて肥料や燃料 の供給源 として重視 され た広葉樹二次林の管理が

放棄 され る様 になった(田 端1997)。 その結果、各地 で手入れ の行き届かない森林が 目立

つよ うになった。 このよ うな状況のもと、林 内あるいは森林周辺で行われ る観光 レク リエ

ーシ ョン活動の際 に、人 々が直接 あるいは間接的に享受す るアメニティの低下が懸念 され

てい る。

現在、そ の様 な整備の遅れた森林 を対象 とし、公的管理、あるいはNPO団 体 による森

林再生活動が各地で展開 され、注 目を集 めてい る。 しか しなが ら、第5章 の終わ りで も述

べた とお り、それ らの手段によって管理 可能な森林面積は、地域の森林全体か ら見 ると1

割 にも満 たない場合が多い(穴 見 ら2002、 柳幸2000)。 その様な状況下にあるた め、多面

的機能 を発揮 させ るための森林整備 につ いては、整備す ることで効果 を発揮 し うる場所 を

明確 に し、優先順位 をつけた上で、計画的 に行 う必要がある。

観光 レク リエーシ ョンの側面からも、その様 な森林整備 の場所的優先順位 のつ け方 につ

いて客観 的な検討を行 う必要がある。 そのため、上記の通 り、茨城県内の平地流域(霞 ヶ

浦森林計画区)を 対象に、地域森林計画区スケールで、観光 レクリエー シ ョンのために森

林整備 をす ると有効な重点地区を特定す る手法 の開発 に取 り組 んでいる(田 中2000)。

そ して、現在の ところ、両地域森林計画 区には1km2程 度か ら数十km2に 及ぶ規模 の重点

地区が、各 々数十箇所程度存在す ることが定量的に示 された。 そ して、各重点地区が高得

点を得た意味的要因 を考察 した結果 、各々の地区は、① 自然資源型(観 光 レク リエー シ ョ

ンの対象 とな る自然資源 が多 く集 中 している地区)、 ②文化資源 型(同 文化資源 が多 く集

中 してい る地区)、 ③折衷型(同 自然 ・文化 両資源 が拮抗 してい る地区)、 ④山間施設 導

入型(農 山村に観光 レク リエーシ ョン施設 を集 中的に導入 した地区)、 ⑤都 市施設型(多

数 の都市型観光 レク リエーシ ョン施設 が集 中 している地区)、 ⑥ その他(集 中の理由が見

いだせない地域)の6つ に類型化で きることが明 らかになった。

霞 ヶ浦地域森林計画区内に見いだ された重点地区を、地形構造 と土地利用構造か らグル

ープ化 し、そのグル ープ と、5-4(4)の 項で示 した各重点地区が重要 と判断 された意

味的要因 との対応関係 を考察する。

a方 法

本項では、観光 レク リエーシ ョンのために重点的に森林整備 を行 うことが有効である と

判定 された75地 区(図5-16)を 対象 に地形構造の解析 を行い、4グ ループに類型化 し

た。具体的には、各重点地区の中の最重要地点を中心に、地区全体の地形的な起伏 を2万

5千 分の1地 形図か ら読み とり、A.凸 地形型(最 重要地点が山頂や尾根にあ り、地区全体

の地形構造がそ こを中心に凸型地形を呈 している地区)、B.凹 地形型(最 重要地点 が窪地

や谷 あい にあ り、地 区全体の地形構 造がそこを中心に凹型地形 を呈 している地区)、C.斜

面型(最 重要地点が山腹斜面等にあ り、地区全体の地形構造がそ こを中心に傾斜地形状を

呈 してい る地区)、D.平 地地形型(最 重要地点が低地や台地上 にあ り、地区全体の地形構

造がそ こを中心に平地的形状を呈 してい る地 区)の4つ に類型化 した。

続いて、A～Dに グループ化 され た各重要地区について、2万5千 分の1地 形図の土地利

用 の凡例 を参照 して、さ らにサブグループに類型化 を行った。具体的には、林地、農地、



集落、市街 地、河川、湖沼、海岸 など、最重要地点の土地利用 を地形図の凡例に したがっ

てまず読み とり、そこを中心に、重要地区内の土地利 用状況 を判読 した。 また、サブ グル

ープを最終的に確 定す るにあたっては、各重要地区の現場 に赴 き、地図の凡例 と現地 との

整合が とれてい るかについて確認調査を行 った。

b結 果 お よび 考 察

1)地 形 構 造 ・土地利 用 形 態 の解 析 結果 お よび考 察

地形 図 の判 読 の 結果 、75の 重要 地 区は 、地 形構 造 の観 点 か らA～Dの4つ に グル ー プ化 さ

れ 、 さ らに土地利 用構 造 の観 点 か ら、A-1～D-9ま での13に サブ グル ー プ化 され た(図5-

17)。

Aグ ル ー プ(凸 地 形型)に は2つ の重 要 地 区 が該 当 し、 サ ブ グル ー プ はA-1の 山 頂林 地 型

(2地 区:1,22)1つ で あっ た。Bグ ル ー プ(凹 地形 型)も2つ の 重要 地 区 が該 当 し、サ ブ

グル ー プ はB-1の 山間集 落型(2地 区:31,51)1つ で あ った。Cグ ル ー プ(斜 面 型)は 、C-

1の 斜 面 林 型(2地 区:16,24)と 、C-2の 農 村 フ リン ジ型(2地 区4,11)の2つ の サ ブ グル

註)*1)★ はD最 高点を示した地点を表す。
*2}① ～⑤は

.表6-12で 示した意味的 類型の①～⑥ の書号に対応している。。
*3)()中 の数字は

1図6-10に おける図内の番 号に対応している。

図5-17地 形的構造および土地利用構造によりグループ化・サブグループ化された重点地区一覧



ー プ に分 類 で きた。

以上 、A～Cグ ルー プは 、75の 重 点 地 区 うち8地 区 を数 え るの み であ っ た。 ま た、 これ ら

は全 て筑 波 山塊 の低 山帯 周 辺 で確認 され た。 した が って 、 これ らの グル ー プ は平 地流 域 の

特徴 とい うよ りも、 む しろ 山地 帯 に見 い だ され る地 形構 造 お よび 土地 利 用 構造 と考 え られ

た。

一方
、Dグ ル ー プ(平 地 地 形 型)は 、 平 地流 域 とい う今 回 の 対象 地 の特 徴 を最 も反 映 し

た地 域 で あ る。Dグ ル ー プ で は9つ の サ ブ グル ー プ を見 い だす こ とがで き た。 ま た 、Dグ ル

ー プ に属す る地 区 は
、流 域 内 に満遍 な く分 散 して いた。

平 地 で見 られ たサ ブ グル ー プは 、鎮 守 の森 や森 林 公 園 な ど森 林 が核 とな るD-1の 平 地林

型(18地 区:14,18,19,30,32,33,34,37,41,45,48,53,58,64,65,67,68,

70)、 ゴル フ場 の集 中地 な ど、草 地 と林 地 がパ ッチ状 に広 が る土地利 用 形 態 が特 徴 のD-2の

草 地林 地 型(5地 区:20,35,44,54,62)、 平 場 農業 地 帯 の中 に古 墳や 史跡 が存 在 した り、

観 光 レク リエ ー シ ョンの セ ンター施 設 が立 地 す るD-3の 平地 農地 型(7地 区:29,47,56,

60,61,69,72)、 市 街 化 まで は至 ってい な い農 村集 落 が核 とな るD-4の 平 地集 落 型(7地

区:10,36,42,43,55,66,74)、 都 市 の 市 街 地 に ポテ ン シ ャル の ピー ク が あ るD-5の

平 地都 市型(11地 区:2,3,5,6,7,15,23,26,38,39,73)、 農 村 部 を流 れ る河川 が

核 とな るD-6の 農 地 河川 型(5地 区:46,49,52,71,73)、 市街 地 を流 れ る河 川 が核 とな

るD-7の 都 市 河川 型(2地 区:8,12)、 小 規 模 な池 沼 が核 とな るD-8の 平 地 池 沼型(5地

区:13,21,25,27,28)、 太 平 洋 や 霞 ヶ浦 な ど大規 模 な海(湖)岸 が核 とな るD-9の 平地

海(湖)岸 型(7地 区:9,17,40,50,59,63,71)で あっ た。

以 上 の よ うに、今 回 霞 ヶ浦 地域 森林 計 画 区 にお ける解析 を行 っ た こ とに よ り、平 地林 地

域 にお け る、観 光 レク リエ ー シ ョンのた め に森 林整 備 を行 うこ とが効 果 的 な 地域 の構 造 に

つ い て9つ のサ ブ グルー プ を見 いだす こ とが で きた。

2)地 形構造 ・土地利用構造 と意味的要因 との対応関係

っ ぎに、今回の解析 で明 らかになった各サ ブグループ と、6-3(4)で 算定済みの意

味的要因 との対応関係 をマ トリックスにま とめた(図5-18)。

そ の結果、1つ の意味的要因のみに対応 したサブグループが3つ(A-1:③ 、C-1③ 、C-2

③)、2つ の意味的要因にまたがるサブグル ープが5つ(B-1:② ⑥、D-2:② ④ 、D-4:① ②、

D-7:② ③ 、D-8:① ④)、3つ にまたが るサブグループが2つ(D-3:① ②④ 、D-5② ⑤⑥)、

4つ にまたがるサブ グループが2つ(D-9:① ③④⑥、D-6① ②③⑤)、5つ にまたが るサ

ブグループが1つ(D-1:① ②③④⑥)と なっていた。

この結果 を考察す ると、地形や土地利用か ら分類 された1つ のサブ グルー プが、1つ の

意味的要因のみ と対応 していたケースは2箇 所 に過ぎず、1:1の 対応 関係があると判断

す ることはできなかった。

また、平地地形型に該 当す るサブグループは、すべて複数の意味的要因 と関連 してお り、

特 に18箇 所の重点地 区が見いだ された平地林型 は、5つ の意味的要因 と対応 していた。そ

の点を考慮する と、観光 レク リエーシ ョンの観点か ら森林整備 の重要度 が高い とされ る場

所の地形構造 ・土地利用構造 と、その地区が重要 とされ る意味的要因 とには、特定の対応

関係 があるとは言 えず、む しろ法則性 のない多様な対応 関係があると判断す る方が適切で



図5-18重 点地区の地形構造・土地利用形態と
意味的分類との対応関係のマトリックス

ある と考え られ た。そのため市町村森林整備計画な どにおいて、観光 レク リエー ションの

ための森林整備 を考 える際には、地域の持つ観 光 レク リエーシ ョンの意味的要因 と、そ こ

の地形あるいは土地利用の両方に対応 した多様な森林管理の方針 を考 えるべ きだ と結論づ

け られた。

cま とめ

以上、既存のデータベースを用 いて、森林管理 の視点か ら見た観光 レクリエーシ ョンポ

テンシャル を、森林計画の対象地域(流 域)に あわせ て算出す る方法 を検討 した。その結

果、全国規模 に拡大可能な方法で、3次 メ ッシュ(1kmメ ッシュ)単 位 でポテ ンシャル を

算出す ることができた。

しか しなが ら、現状では、まだ残 された課題 が多いことも事実 である。例 えば、今回使

用 したデー タベースの質のなども、 より森林計画にふさわ しくす るために、今後 の検討事

項 になる と考え られた。得点については、今回は全対象地 を現地確認調査 に赴 いて修正 し

たが、実際の森林計画策定における評価過程においては、1998(平 成10)年 度に導入 され

た森林計画への計画段階での市民参加制度な どを取 り入れて民主的に判断す ることが必要

であ る。 これ らの課題については、今後 さらなる検討 を行い、今後手法のブ ラッシュアッ

プを図 り、具体的な管理 ・施業体系の確立を行 う必要がある。

以上、我 が国の典型的な平地流域 である霞ヶ浦地域森林計画 区を対象に、観光 レク リエ

ーシ ョンの観点か ら森林整備 が重要な重点地区を
、地形構造 と土地利用構造か らグループ



化 した結果、4つ のグループ、13の サブ グループを見いだす ことができた。

そ して、各重点地区の意味的要因 とサブグループ との対応 を比較 した結果、観光 レクリ

エー シ ョンの観 点か ら森林整備 の重要度 が高い とされ る地 区の地形構造 ・土地利用構造

と、その地区が重要 とされる意味的要因 とには、多様な対応 関係 が確認で きると結論づけ

られ た。




